
 

障障発 0901 第１号 

令和７年 ９月１日 

 

 

都道府県知事 

各 指定都市市長 殿 

  中核市市長 

 

 

厚生労働省社会・援護局     

障害保健福祉部障害福祉課長  

（ 公 印 省 略 ）  

 

 

 

「障害福祉サービス等情報公表制度の施行について」の一部改正について 

 

 

 

 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知「障害福祉サービス

等情報公表制度の施行について」（障障発 0326第１号）を別紙のとおり改正し、

令和７年８月 29日に遡及して適用する。 

 ついては、各都道府県等におかれては、内容を御了知の上、適正な事務処理を

実施いただく等、特段の御配慮をお願いする。 



別紙 
 

障害福祉サービス等情報公表制度の施行について（平成 30年４月 23日障障発 0423第１号厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部障害福祉課長通知）【新旧対照表】 
改 正 後 現  行 

障障発 0423 第１号 

平成 30年４月 23日 

【最終改正】障障発 0901 第１号 

令和７年９月１日 

 

都道府県 

各 指定都市 障害福祉主管部（局）長  殿 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

                    障害保健福祉部障害福祉課長 

（ 公 印 省 略 ）   

 

 

障害福祉サービス等情報公表制度の施行について 

 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童

福祉法の一部を改正する法律（平成 28年法律第 65号。以下「一部改正

法」という。）及び関係法令が平成 30年４月１日に施行されるに当たり、

一部改正法による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

障障発 0423 第１号 

平成 30年４月 23日 

【最終改正】障障発 0329 第５号 

令和６年３月 29 日 

 

都道府県 

各 指定都市 障害福祉主管部（局）長  殿 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

                    障害保健福祉部障害福祉課長 

（ 公 印 省 略 ）   

 

 

障害福祉サービス等情報公表制度の施行について 

 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童

福祉法の一部を改正する法律（平成 28年法律第 65号。以下「一部改正

法」という。）及び関係法令が平成 30年４月１日に施行されるに当たり、

一部改正法による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
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改 正 後 現  行 

するための法律（平成 17年法律第 123号）第 76条の３の規定による情報

公表対象サービス等の利用に資する情報の報告及び公表並びに一部改正法

による改正後の児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第 33条の 18の規定

による情報公表対象支援の利用に資する情報の報告及び公表の具体的な制

度内容について、別紙のとおり通知することとしたので、御了知の上、適

正な事務処理を図られたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第

１項の規定に基づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

別紙 

 

Ⅰ 障害福祉サービス等情報公表制度の趣旨 

障害者自立支援法の施行から長期間が経過し、障害福祉サービス等を

提供する事業者の数が大幅に増加する中で、サービスを利用する障害児

者等が、個々のニーズに応じて良質なサービスを選択することができる

ように、事業者が提供する障害福祉サービスの内容等を積極的に公表す

ることにより、質の高いサービスの提供が促されることが重要である。 

しかしながら、利用者等が、利用者の障害特性に合った事業者を比

較、検討し、適切に選択するために、事業者が提供する障害福祉サービ

ス等の必要な情報を入手することは必ずしも容易ではない。利用者が適

切なサービスを利用できない場合、日常生活又は社会生活を営むことが

妨げられ、社会参加の機会が制限されるおそれがあることから、利用者

等に対して、事業者に関する情報を適切に提供する環境整備が求められ

ている。 

するための法律（平成 17年法律第 123号）第 76条の３の規定による情報

公表対象サービス等の利用に資する情報の報告及び公表並びに一部改正法

による改正後の児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第 33条の 18の規定

による情報公表対象支援の利用に資する情報の報告及び公表の具体的な制

度内容について、別紙のとおり通知することとしたので、御了知の上、適

正な事務処理を図られたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第

１項の規定に基づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

別紙 

 

Ⅰ 障害福祉サービス等情報公表制度の趣旨 

障害者自立支援法の施行から長期間が経過し、障害福祉サービス等を

提供する事業者の数が大幅に増加する中で、サービスを利用する障害児

者等が、個々のニーズに応じて良質なサービスを選択することができる

ように、事業者が提供する障害福祉サービスの内容等を積極的に公表す

ることにより、質の高いサービスの提供が促されることが重要である。 

しかしながら、利用者等が、利用者の障害特性に合った事業者を比

較、検討し、適切に選択するために、事業者が提供する障害福祉サービ

ス等の必要な情報を入手することは必ずしも容易ではない。利用者が適

切なサービスを利用できない場合、日常生活又は社会生活を営むことが

妨げられ、社会参加の機会が制限されるおそれがあることから、利用者

等に対して、事業者に関する情報を適切に提供する環境整備が求められ

ている。 
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改 正 後 現  行 

また、事業者にとっても、自らが提供する障害福祉サービス等の内容

や運営状況等に関して、利用者等による適切な評価が行われ、より良い

事業者が適切に選択されることが望ましいことから、各事業者の情報を

公平に提供する環境整備が求められている。 

このような、利用者の権利擁護及びサービスの質の向上等に資する情

報提供の環境整備を図るため、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成 17年法律第 123号。以下「障害者総合支援

法」という。）及び児童福祉法（昭和 22年法律第 164号。以下「児福

法」という。）を改正し、指定障害福祉サービス等に係る情報公表制度

（以下単に「情報公表制度」という。）を創設した。本制度は、事業者

が、障害者総合支援法第 76条３に規定する情報公表対象サービス等情報

及び児福法第 33条の 18第１項に規定する情報公表対象支援等情報（事

業者が提供する障害サービス等の内容及び運営状況に関する情報であっ

て、指定障害福祉サービス等を利用し、又は利用しようとする障害児者

等が適切かつ円滑にサービスを利用する機会を確保するために公表され

ることが適当なもの。以下「障害福祉サービス等情報」と総称する。）を

都道府県知事並びに指定都市、中核市及び児童相談所設置市の長（以下

「都道府県知事等」という。）へ報告することや都道府県知事等が事業者

から報告を受けた当該情報を公表することを義務付けることなどを規定

したものである。 

加えて、2040年を見据えた人口動態等の変化、生産年齢人口の減少と

障害福祉現場における人材不足の状況、新興感染症等による障害福祉サ

ービス等事業者への経営影響を踏まえた支援、制度の持続可能性などに

的確に対応するとともに、物価上昇や災害、新興感染症等に当たり経営

また、事業者にとっても、自らが提供する障害福祉サービス等の内容

や運営状況等に関して、利用者等による適切な評価が行われ、より良い

事業者が適切に選択されることが望ましいことから、各事業者の情報を

公平に提供する環境整備が求められている。 

このような、利用者の権利擁護及びサービスの質の向上等に資する情

報提供の環境整備を図るため、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成 17年法律第 123号。以下「障害者総合支援

法」という。）及び児童福祉法（昭和 22年法律第 164号。以下「児福

法」という。）を改正し、指定障害福祉サービス等に係る情報公表制度

（以下単に「情報公表制度」という。）を創設した。本制度は、事業者

が、障害者総合支援法第 76条３に規定する情報公表対象サービス等情報

及び児福法第 33条の 18第１項に規定する情報公表対象支援等情報（事

業者が提供する障害サービス等の内容及び運営状況に関する情報であっ

て、指定障害福祉サービス等を利用し、又は利用しようとする障害児者

等が適切かつ円滑にサービスを利用する機会を確保するために公表され

ることが適当なもの。以下「障害福祉サービス等情報」と総称する。）を

都道府県知事並びに指定都市、中核市及び児童相談所設置市の長（以下

「都道府県知事等」という。）へ報告することや都道府県知事等が事業者

から報告を受けた当該情報を公表することを義務付けることなどを規定

したものである。 
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改 正 後 現  行 

影響を踏まえた的確な支援策の検討を行う上で、３年に１度の障害福祉

サービス等経営実態調査を補完する必要がある。 

このため、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律施行規則（平成 18年厚生労働令第 19号。以下「障害者総合支援法

施行規則」という。）第 65条の９の８第３号及び児童福祉法施行規則

（昭和 23年厚生省令第 11号。以下「児福則」という。）第 36条の 30の

４第３号に規定する「経営情報」（以下「障害福祉サービス等事業者経営

情報」という。）の収集及びデータベースの整備をし、収集した情報を国

民に分かりやすくなるよう属性等に応じてグルーピングした分析結果を

公表する制度を創設することとしたものである。 

 

Ⅱ（略） 

 

Ⅲ 障害福祉サービス等情報公表制度の実施方法等 

１．情報の公表を行う指定障害福祉サービス等の種類 

情報の公表を行う指定障害福祉サービス等は、以下のとおりとす

る。 

（１）指定障害福祉サービス（共生型障害福祉サービスを含む。） 

指定居宅介護、指定重度訪問介護、指定同行援護、指定行動援

護、指定療養介護、指定生活介護、指定短期入所、指定重度障害者

等包括支援、指定施設入所支援、指定自立訓練、指定就労選択支

援、指定就労移行支援、指定就労継続支援、指定就労定着支援、指

定自立生活援助及び指定共同生活援助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ（略） 

 

Ⅲ 障害福祉サービス等情報公表制度の実施方法等 

１．情報の公表を行う指定障害福祉サービス等の種類 

情報の公表を行う指定障害福祉サービス等は、以下のとおりとす

る。 

（１）指定障害福祉サービス（共生型障害福祉サービスを含む。） 

指定居宅介護、指定重度訪問介護、指定同行援護、指定行動援

護、指定療養介護、指定生活介護、指定短期入所、指定重度障害者

等包括支援、指定施設入所支援、指定自立訓練、指定就労移行支

援、指定就労継続支援、指定就労定着支援、指定自立生活援助及び

指定共同生活援助 
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改 正 後 現  行 

（２）～（６）（略） 

 

２．報告の単位 

障害福祉サービス等情報（障害福祉サービス等事業者経営情報を除

く）の報告は、障害福祉サービス等事業所単位で行うものである。障

害福祉サービス等事業者経営情報の報告は、原則、障害福祉サービス

等事業所単位で行うものとするが、事業所ごとの会計区分を行ってい

ない場合などのやむを得ない場合については、法人単位で報告するこ

ととしても差し支えないものとする。 

※ 報告すべき障害福祉サービス等事業の収益及び費用の内容と各

会計基準上の勘定科目との対応関係については、別添４を参照さ

れたい。 

 

３．障害福祉サービス等情報の具体的内容 

（１）報告が必須の情報 

障害者総合支援法施行規則第 65条の９の８及び児福則第 36条の

30の４に掲げる項目に関する具体的内容は、それぞれ、別添１基本

情報及び別添２運営情報並びに別添３経営情報のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

（２）～（６）（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．障害福祉サービス等情報の具体的内容 

（１）報告が必須の情報 

障害者総合法第 76条の３第１項及び児福法第 33条の 18第１項の

規定に基づき、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律施行規則（平成 18年厚生労働令第 19号。以下「障害者

総合支援法施行規則」という。）及びの別表第１号及び別表第２号並

びに児童福祉法施行規則（昭和 23年厚生省令第 11号。以下「児福

則」という。）の別表第２及び別表第３に掲げる項目に関する具体的

内容は、それぞれ、別添１基本情報及び別添２運営情報のとおりと

する。 

 



 

6 

 

改 正 後 現  行 

（２）都道府県知事等が任意で設定できる情報 

障害者総合支援法第 76条の３第８項及び児福法第 33条の 18第８

項に規定する指定障害福祉サービス等の質及び指定障害福祉サービ

ス等に従事する従業者に関する情報（障害福祉サービス等情報を除

く。）（以下「任意設定情報」という。）については、これらの規定に

基づき都道府県知事等が定めるものであることから、事業者から報

告させることにより、利用者が適切かつ円滑に障害福祉サービス等

を利用する機会の確保に資すると判断した情報がある場合に、その

情報及び具体的内容について、都道府県等の実情に応じて適宜定め

るものとする。 

障害福祉サービス等に従事する従業者に関する情報については、

従業者の労働環境が、障害福祉サービス等の提供体制を判断する上

で有効であると考えられることから、離職率、勤務時間（シフト体

制等）、賃金体系、一人あたり賃金や有給休暇の取得状況などが情報

の内容として考えられる。 

 

４．報告に関する実施要綱等の策定 

都道府県知事等は、事業者から障害福祉サービス等情報が円滑に報

告されるよう、管轄する地域の障害福祉サービス等の提供状況を勘案

し、基準日、実施期間、報告対象、報告の方法及び報告期限等を示し

た実施要綱等を毎年度策定する。当該実施要綱等の策定に当たって

は、次によるものとする。 

（１）・（２）（略） 

 

（２）都道府県知事等が任意で設定できる情報 

障害者総合支援法第 76条の３第８項及び児福法第 33条の 18第８

項に規定する指定障害福祉サービス等の質及び指定障害福祉サービ

ス等に従事する従業者に関する情報（障害福祉サービス等情報を除

く。）（以下「任意設定情報」という。）については、これらの規定に

基づき都道府県知事等が定めるものであることから、事業者から報

告させることにより、利用者が適切かつ円滑に障害福祉サービス等

を利用する機会の確保に資すると判断した情報がある場合に、その

情報及び具体的内容について、都道府県等の実情に応じて適宜定め

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

３．報告に関する実施要綱等の策定 

都道府県知事等は、事業者から障害福祉サービス等情報が円滑に報

告されるよう、管轄する地域の障害福祉サービス等の提供状況を勘案

し、基準日、実施期間、報告対象、報告の方法及び報告期限等を示し

た実施要綱等を毎年度策定する。当該実施要綱等の策定に当たって

は、次によるものとする。 

（１）・（２）（略） 
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改 正 後 現  行 

（３）実施要綱等の内容 

実施要綱等の内容は、次のとおりとする。 

ア～エ（略） 

 

オ 報告の開始 

報告の開始日は、実施要綱等に規定する基準日以降の期間内に

おいて、各都道府県等の実情に応じて適宜定めるものとするが、 

・ 基準日より前において指定障害福祉サービス等を提供してい

る事業者については、報告を求める年度（以下「報告年度」と

いう。）の５月初日 

・ 基準日以降、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始し

ようとする事業者については、指定障害福祉サービス事業者等

の指定を受けた日 

とすることが適当である。 

また、障害福祉サービス等事業者による都道府県知事等への障

害福祉サービス等事業者経営情報の報告は、障害者総合支援法施

行規則第 65条の９の６及び児福則第 36条の 30の２の規定に基づ

き、当該障害福祉サービス等事業者の毎会計年度終了後とする。 

 

カ 報告の期限 

報告期限は、実施要綱等に規定する基準日以降の期間内におい

て、各都道府県等の実情に応じて適宜定めるものとするが、情報

公表に係る事務を円滑に行う観点から、 

・ 基準日より前において指定障害福祉サービス等を提供してい

（３）実施要綱等の内容 

実施要綱等の内容は、次のとおりとする。 

ア～エ（略） 

 

オ 報告の開始 

報告の開始日は、実施要綱等に規定する基準日以降の期間内に

おいて、各都道府県等の実情に応じて適宜定めるものとするが、 

・ 基準日より前において指定障害福祉サービス等を提供してい

る事業者については、報告を求める年度（以下「報告年度」と

いう。）の５月初日 

・ 基準日以降、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始し

ようとする事業者については、指定障害福祉サービス事業者等

の指定を受けた日 

とすることが適当である。 

 

 

 

 

 

カ 報告の期限 

報告期限は、実施要綱等に規定する基準日以降の期間内におい

て、各都道府県等の実情に応じて適宜定めるものとするが、情報

公表に係る事務を円滑に行う観点から、 

・ 基準日より前において指定障害福祉サービス等を提供してい
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る事業者については、報告年度の７月末日 

・ 基準日以降、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始し

ようとする事業者については、指定障害福祉サービス事業者等

の指定を受けた日から１か月以内 

とすることが適当である。 

また、障害福祉サービス等事業者による都道府県知事等への障

害福祉サービス等事業者経営情報の報告の期限は、障害者総合支

援法施行規則第 65条の９の７及び児福則第 36条の 30の３の規定

に基づき、当該障害福祉サービス等事業者の毎会計年度終了後、

３月以内に行うものとする。 

なお、経過措置として、令和８年３月 31日までの間は、障害福

祉サービス等事業者経営情報の報告期限を令和８年３月 31日まで

とする。 

 

キ 公表の時期 

障害福祉サービス等情報（障害福祉サービス等事業者経営情報

を除く）の公表の実施時期については、実施要綱等に規定する基

準日以降の期間内において、各都道府県等の実情に応じて適宜定

めるものとするが、 

・ 基準日より前において指定障害福祉サービス等を提供してい

る事業者については、報告後２か月以内 

・ 基準日以降、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始使

用とする事業者については、報告後１か月以内 

とすることが適当である。 

る事業者については、報告年度の７月末日 

・ 基準日以降、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始し

ようとする事業者については、指定障害福祉サービス事業者等

の指定を受けた日から１か月以内 

とすることが適当である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ 公表の時期 

障害福祉サービス等情報の公表の実施時期については、実施要

綱等に規定する基準日以降の期間内において、各都道府県等の実

情に応じて適宜定めるものとするが、 

・ 基準日より前において指定障害福祉サービス等を提供してい

る事業者については、報告後２か月以内 

・ 基準日以降、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始使

用とする事業者については、報告後１か月以内 

とすることが適当である。 
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また、障害福祉サービス等事業者経営情報の公表時期について

は、事業所から報告を受けた情報を属性等に応じてグルーピング

した分析結果を公表するため、毎年度公表することが適当であ

る。 

 

ク（略） 

 

（４）・（５）（略） 

 

 

５．事業者による報告 

（１）（略） 

 

（２）報告の時期 

事業者が障害福祉サービス等情報（障害福祉サービス等事業者経

営情報を除く）を報告する時期は、各都道府県知事等が策定した実

施要綱等に定める報告期限までに行うものとする。 

また、障害福祉サービス等事業者経営情報を報告する時期は、当

該事業者の毎会計年度終了後、３月以内に行うものとする。 

なお、経過措置として、令和８年３月 31日までの間は、障害福祉

サービス等事業者経営情報の報告期限を令和８年３月 31日までとす

る。 

 

（３）報告の内容 

 

 

 

 

 

ク（略） 

 

（４）・（５）（略） 

 

 

４．事業者による報告 

（１）（略） 

 

（２）報告の時期 

事業者が障害福祉サービス等情報を報告する時期は、各都道府県

知事等が策定した実施要綱等に定める報告期限までに行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

（３）報告の内容 
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ア 実施要綱に定める基準日より前に、サービス提供実績のある事

業者については、障害者総合支援法施行規則第 65条の９の８及び

児福則第 36条の 30の４の規定に基づき、別添１基本情報及び別

添２運営情報並びに別添３経営情報を報告する。 

 

イ 報告に当たっては、障害福祉サービス等事業に係る事項のみを

対象とすることを基本とする。ただし、医療・介護サービスに係

る事業を併せて実施している場合で、当該サービス等に係る収益

や費用について、障害福祉サービス等事業との記載が区分されて

いない場合には、当該事業に係る部分について、除外せずに報告

しても差し支えない。なお、この場合であっても、適切な分析に

資するようにする観点から、別添３の経営情報に掲げる事項につ

いては、できる限り障害福祉サービス等事業に係る事項のみを報

告するものとする。 

 

ウ 基準日以降に、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始し

ようとする事業者については、別添１基本情報を報告する。 

 

エ 事業所等の財務状況が分かる書類（財務諸表又は計算書類等）

は、直近の事業年度を終えた時点で作成したものとする。原則と

して財務諸表（事業活動計算書（損益計算書）、貸借対照表（バラ

ンスシート）及び資金収支計算書（キャッシュフロー計算書））を

報告するものとするが、会計基準上求められていない等の事情が

ある場合、資産、負債及び収支の内容がわかる簡易な計算書類で

ア 実施要綱に定める基準日より前に、サービス提供実績のある事

業者については、障害者総合支援法施行規則第 65条の９の８及び

児福則第 36条の 30の４の規定に基づき、別添１基本情報及び別

添２運営情報を報告する。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 基準日以降に、新たに指定障害福祉サービス等の提供を開始し

ようとする事業者については、別添１基本情報を報告する。 

 

（新設） 
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も差し支えないものとする。 

 

オ 一人当たり賃金は、任意での報告を可能とするものであるが、

事業所や施設の特性に応じ、設置主体や職種、勤続年数等が分か

るような形での公表を可能とするものとする。 

 

６．調査の実施 

（１）～（４）（略） 

 

７．情報の公表 

（１）手続き 

都道府県知事等は、実施要綱等に基づき、事業者が提供する指定

障害福祉サービス等の種類・事業所ごとの基本情報及び運営情報を

公表する。また、調査を実施した場合には、当該調査結果について

公表する。 

また、都道府県知事等は、障害福祉サービス等情報公表システム

上の経営情報データベースを活用して集計し、障害福祉サービス等

事業者経営情報を属性等に応じてグルーピングした分析結果を公表

する。 

 

（２）（略） 

 

８．任意設定情報の公表等 

都道府県知事等が定めた任意設定情報について、事業者から提供を

 

 

（新設） 

 

 

 

５．調査の実施 

（１）～（４）（略） 

 

６．情報の公表 

（１）手続き 

都道府県知事等は、実施要綱等に基づき、事業者が提供する指定

障害福祉サービス等の種類・事業所ごとの基本情報及び運営情報を

公表する。また、調査を実施した場合には、当該調査結果について

公表する。 

 

 

 

 

 

（２）（略） 

 

７．任意設定情報の公表等 

都道府県知事等が定めた任意設定情報について、事業者から提供を
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受けた場合は、障害者総合支援法第 76条の３第８項及び児福法第 33

条の 18 第８項の規定に基づき公表を行うよう配慮するものであるこ

とから、事業者からの提供を推進する観点からも、積極的に公表する

ことが望ましい。 

なお、任意設定情報についても調査の対象とすることが望ましい。 

 

９．苦情等の対応 

（１）・（２）（略） 

 

10．その他 

（１）障害福祉サービス等事業者経営情報の取扱い 

都道府県等における当該情報の取扱いに当たっては、情報の漏え

い、滅失又は毀損の防止その他の安全管理のために必要かつ適切な措

置を講ずることとし、他人に知らせ、又は不当な目的に利用すること

がないよう留意し、本制度の目的に沿って取り扱うこと。 

 

別添１・２（略） 

 

 

受けた場合は、障害者総合支援法第 76条の３第８項及び児福法第 33

条の 18 第８項の規定に基づき公表を行うよう配慮するものであるこ

とから、事業者からの提供を推進する観点からも、積極的に公表する

ことが望ましい。 

なお、任意設定情報についても調査の対象とすることが望ましい。 

 

８．苦情等の対応 

（１）・（２）（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

別添１・２（略） 

 

（新設） 
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（新設） 
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